
【震－２】 コンビネーション型官民連携による後方支援拠点の整備手法
調査 （対象箇所：岩手県遠野市）

【実施主体】遠野市

目的

①

遠野市は、東日本大震災で後方支援を果敢に実施し、多くの岩手県沿岸の被災者の命を救い、人々の安心・安全・暮しを守ることに貢
献した。その成果を活かし、これからの日本社会・地域の災害対策や持続的な発展へとつなげていくことが重要である。

このようなことから、本調査では、遠野市の後方支援の仕組み・活動を、効率的・効果的・持続的に維持・運営するために必要な後方支
援拠点の施設・機能の整備に向けた官民連携手法を明らかにすることを目的とする。特に、拠点となる施設と市内各所に立地する既存

目的

援拠点の施設 機能の整備に向けた官民連携手法を明らかにすることを目的とする。特に、拠点となる施設と市内各所に立地する既存
の公共および民間等の施設の連携による「コンビネーション型」後方支援のあり方について、遠野市の地域性を考慮しながら、具体的な
考察を行い、次年度以降の施設整備・事業推進に貢献することを目指す。

これまでの経緯目次 施設の概要

・２０１１年３月 東日本大震災発災・迅速な後方支援活動の
実施

・２０１２年 国土交通省官民連携による震災復興調査事業に
より、後方支援施設の整備手法（センター型）の調査を実施

【拠点（センター）】
遠野総合運動公園

【連携（コンビネーション）施設群】
・土淵中学校
小友中学校 等の学校跡地

１章 コンビネーション型PPP
による後方支援拠点の
整備推進の検討

・２０１３年 持続的な震災復興・発展に向けた複合的な調査・
検討を推進（その一環として、本調査事業を実施）

・小友中学校 等の学校跡地
・各種公共施設
・観光施設（道の駅、産直等）

第２章 後方支援産業の定
義および実現に向
けた方針の検討

第３章 全国後方支援プラ
結論

第３章 全国後方支援プラッ
トフォームの検討

第４章 担い手育成計画等
の検討

①コンビネーション型PPPによる後方支援の必要性
・「後方支援」の定義と、自治体間の水平連携による後方支援の機能・役割
・災害時に顕在化した「制度の壁」「組織の壁」「インフラの壁」の存在
・障害を克服するための近隣自治体への「権限」「責任」「予算」の付与

第５章 事業化手法の検討

第６章 後方支援産業の創
出方策の検討

＜法律の想定外＝要請主義の課題＞

①被災市町村からの「要請」を前提として
いるため、庁舎の被災等で要請できないと
救助が実施困難。

②国・県の情報が、通信・電力障がい等に
より伝わらず 円滑な救助に支障が発生

出方策の検討

第７章 まとめ

より伝わらず、円滑な救助に支障が発生。



結論（続き）

②【実施主体】遠野市

官 連携プ 概念

【震－２】 コンビネーション型官民連携による後方支援拠点の整備手法
調査 （対象箇所：岩手県遠野市）

結論（続き）

■ コンビネーション型官民連携による後方支援拠点の整備の概念
官民連携プラットフォームの概念図

中心エリアと連携エリアが既存公共施設等を最大限に活用・連携することを通じて、
ＬＣＣを最小化しつつ、有事における後方支援機能を実現。

平常時は、地域産業として、観光、宿泊、物流、小売、教育、レクリエーション等の
事業を育成 展開し 有事に協定で機能切替を実施事業を育成・展開し、有事に協定で機能切替を実施。

■ 広域の自治体間連携の基盤となる全国後方支援プラットフォームの検討
後方支援を円滑・効果的に実施するため、遠隔自治体や民間事業者と連携する

ための基盤となるプラットフォームが必要、その制度設計を検討。
〔官民連携後方支援プラットフォーム〕

【定義】被災地 後方支援自治体 相互支援自治体と民間事
■ 後方支援産業の創出に向けた官民連携スキームのメリット

【行政の役割】普通財産に変更・活用方策・方針の決定・資産保有
【ＰＰＰｴｰｼﾞｪﾝﾄ】迅速性、専門的知見・人材によるRFP・事業者公募
【民間事業者】持続可能な事業創出（企画・提案・実施・経営）

【定義】被災地・後方支援自治体・相互支援自治体と民間事
業者等が平常時から情報共有・交流する基盤・ﾈｯﾄﾜｰｸ

【機能】大規模災害発生時には、後方支援自治体に権限・
責任・財源を集約し、迅速な水平連携による支援を実施

【メリット】自主的・自立的な自治体・民間企業・NPO等による

ミ ニケ シ ンの場を設定することによ て 平常時の連

事業化に向けた今後の展望

コミュニケーションの場を設定することによって、平常時の連
携や事前の災害対策訓練、保有資源（リソース）の把握・情
報共有などを円滑・迅速・効率的に行うことが可能

政策決定

業務委託

事業者公募

モニタリング

・本年度の調査結果に基づき、中心市街地活性化の調査結果や中学校再編後の学校施設等の活用事業調査の結果を含めて、総合
的な判断を行い、速やかな事業実施に向けた調整を行う。

・本調査で明らかになった全国自治体後方支援プラットフォームの枠組みを、より多くの地域・自治体に拡大すると共に、官民連携によ
る後方支援の推進に向けた取り組みを行う。


